
平成24年度 柏原市人事行政の運営等の状況

Ⅰ．職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員の採用・退職の状況（平成23年4月2日～平成24年4月1日）

(2)職種別職員数（平成24年4月1日現在）

一般行政職 税務職 医師
薬剤師・
医療技術

看護・
保健職

福祉職 企業職 技能労務職 教育職 合計

298人 33人 28人 26人 180人 57人 25人 21人 32人 700人

Ⅱ．職員の給与等の状況について
　　市職員の給与や職員数の状況についてお知らせします。職員の給与は、地方公務員法に定める給与決定の原則に

　基づき、生計費、国や他の地方公共団体の職員の給与、民間事業の従業員の給与等を参考にして定めています。

　　給与の基本的な事項は、市議会の議決を経て「一般職の職員の給与に関する条例」などで定められています。

　　なお、本市の厳しい財政状況を踏まえ、平成23年4月1日から平成25年3月31日まで、管理職を対象に給料月額の

　３％カットを実施しています。

※　ここでお知らせする給与は、すべて税や各種保険料などを引き去る前の額で、いわゆる手取り額ではありません。

（１）人件費の状況（普通会計決算）
（参　考）
22年度の人件費率

23年度

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）
職員数
（Ａ）
　402人
(3)

（注）１．職員手当には、退職手当及び児童手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

区　分
給　　　　料

1,584,441千円 326,503千円

人　　件　　費
（Ｂ）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

6,137千円2,485,286千円

（Ｂ／Ａ）
１人当り給与費

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。　

24年度

18.02%

574,342千円

1.  総　　括

人　件　費　率
（Ｂ／Ａ）

期末・勤勉手当 計（Ｂ）職員手当

区　分
（平成24年3月31日現在)

住民基本台帳人口 歳　　出　　額
（Ａ）

18.50%21,388,120千円 3,853,942千円

採用者数 63人
退職者数 59人

実　質　収　支

458,211千円72,166人



２．職員の平均給料月額、初任給等の状況

（１）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

　　1)一般行政職

柏原市 41歳4月
国 42歳8月

　　２)技能労務職

柏原市 46歳2月
うち清掃職員 49歳5月
国 49歳7月

（２）職員の初任給の状況（平成24年4月1日現在）

一　般 大学卒

行政職 高校卒

技　能 高校卒

労務職 中学卒

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成24年4月1日現在）

大学卒
高校卒
高校卒

（注）１．各経験年数に該当する職員数が３人以下の場合は、近似の階層について記載しています。
　　　２．各経験年数と近似の階層に該当する職員数が３人以下の場合は、「－」と記載しています。

-

149,800円

416,379円 409,898円
285,030円 －

　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務
　　　　　　手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　２ 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当
　　　　　　などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　　　ているものです。

　　　３ 　 国の平均給料月額及び平均給与月額は、給与改定・臨時特例法に基づく給与減額支給措置による減額
　　　　　　前の額です。

172,200円

-

340,451円
321,506円

313,110円
-
-

268,898円
-
-

一般行政職

技能労務職

341,895円

経験年数

柏　原　市区分 国

経験年数

178,800円

142,300円

区　　　分
１５年

147,200円

２０年

-

140,100円

１０年

380,234円

平均給与月額
(国ベース）

経験年数

323,181円

（注）１ 　「平均給料月額」とは、平成２４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

315,234円

333,502円 422,881円 382,511円

区分 平均年齢 平均給料月額

329,917円 －
393,265円

平均給与月額平均給料月額平均年齢

平均給与月額

区分

401,789円

平均給与月額
(国ベース）



３．一般行政職の級別職員数等の状況
（平成24年4月1日現在）

特１等級 特２等級 １等級 ２等級 ３等級 ４等級 ５等級 ６等級

標準的な職務内容 部　　長 次　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　務 主　　事 主　　事

８３人 ２９人 ４３人 ３５人１３人 １６人 ３９人 ４０人

区　　　　　分

職　　員　　数

42.2% 17.8% 1.3% 5.4%4.1% 3.8% 10.8% 14.6%

29.6% 12.0% 10.7% 11.3%4.1% 5.5% 13.7% 13.1%

9.7% 14.4% 11.7%4.4% 5.4% 13.1% 13.4%

参

27.9%

考

構　　成　　比

１年前の構成比

５年前の構成比

(注）１．柏原市の給与条例に基づく給料表の等級区分による職員数です。

２．標準的な職務内容とは、それぞれの等級に該当する代表的な職名です。

特 等級 特２等級 特２等級

特１等級

4 4%

特１等級

4 1%

特１等級

4 1%

100%

２等級

13.4%
２等級

13.1%

２等級

14.6%

１等級

13.1%

１等級

13.7%

１等級

10.8%

特２等級

5.4%

特２等級

5.5%

特２等級

3.8%

特１等級

4.4%

特１等級

4.1%

特１等級

4.1%

70%

80%

90%

100%

４等級

３等級

27.9%
３等級

29.6% ３等級

42.2%

２等級

13.4%
２等級

13.1%

２等級

14.6%

１等級

13.1%

１等級

13.7%

１等級

10.8%

特２等級

5.4%

特２等級

5.5%

特２等級

3.8%

特１等級

4.4%

特１等級

4.1%

特１等級

4.1%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

６等級 11 7% ６等級, 11.3%

５等級

14.4%
５等級

10.7%

５等級

1.3%

４等級

9.7% ４等級

12.0%

４等級

17.8%

３等級

27.9%
３等級

29.6% ３等級

42.2%

２等級

13.4%
２等級

13.1%

２等級

14.6%

１等級

13.1%

１等級

13.7%

１等級

10.8%

特２等級

5.4%

特２等級

5.5%

特２等級

3.8%

特１等級

4.4%

特１等級

4.1%

特１等級

4.1%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

６等級, 11.7% ６等級, 11.3%

６等級, 5.4%

５等級

14.4%
５等級

10.7%

５等級

1.3%

４等級

9.7% ４等級

12.0%

４等級

17.8%

３等級

27.9%
３等級

29.6% ３等級

42.2%

２等級

13.4%
２等級

13.1%

２等級

14.6%

１等級

13.1%

１等級

13.7%

１等級

10.8%

特２等級

5.4%

特２等級

5.5%

特２等級

3.8%

特１等級

4.4%

特１等級

4.1%

特１等級

4.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 1年前の構成比 ５年前の構成比



４．職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度）

１,３６８千円 －

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.35 月分 　2.60 月分 　1.35月分
（1.45）月分 （0.65）月分 （1.45）月分 （0.65）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23. 5月分 30.55月分 勤続２０年 23. 5月分 30.55月分

勤続２５年 33. 5月分 41.34月分 勤続２５年 33. 5月分 41.34月分

勤続３５年 47. 5月分 59.28月分 勤続３５年 47. 5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当り平均支給額

（注）退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（３）地域手当（調整手当）（平成24年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（23年度普通会計決算）

（４）特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

感染症消毒等作業手当

清掃作業手当

市税事務手当は、市税主管課に所属する
職員で、市税の賦課、徴収又は調査に関
する事務を主たる職務とするもの

国民健康保険料事務手当
国民健康保険料主管課に所属する職員
で、国民健康保険料の事務を主たる職務
とするもの

市税事務手当

感染症予防に従事する職員が感染症の予
防及び感染症の消毒作業又は質問若しく
は調査に従事したとき

清掃作業手当は、職員がごみその他の汚
物の清掃作業に従事したとき

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

国　の　制　度（支給率） 3%

1,036千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(〃)
支給職員１人当たり平均支給年額（〃)

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算５～２０％・管理職加算１０～２５％）

定年前早期退職特例措置

国

21,137円(49人)

11種
11.98%

手　当　の　種　類　（手当数）

ねずみ族昆虫等駆除手当
清掃主管課に所属する職員で、ねずみ族
昆虫等駆除の作業に従事した職員

柏　　　原　　　市

(役職加算５～２０％）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給実績（23年度普通会計決算）

9,894千円

支　　　　給　　　　率

支 給 対 象 職 員 数 (全会計）

支給実績（23年度普通会計決算）

柏　　　原　　　市

（2%～20%加算）（2%～20%加算）

定年前早期退職特例措置

左記に対する支給単価

50,871千円

128,139円(397人)

700人

3%

現年度分については徴収金額の
1,000分の2、滞納繰越分につい
ては徴収金額の1,000分の5、差
押調書1件につき60円、物件の引
上げ1件について100円、市税の
賦課、犯則取締り又は固定資産
評価のための調査1日60円

現年度分については徴収金額の
1,000分の2、滞納繰越分につい
ては徴収金額の1,000分の5

1件につき200円,1件を増すごと
に100円を加算。勤務時間外に従
事したときは、1件につき400円
とし、1件を増すごとに200円を
加算

労務員　日額　160円　運転手
日額　100円

労務員　日額160円 その他の職
員　日額100円



（５）時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

（６）その他の手当（平成24年4月1日現在）

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 13,000円
子 6,500円

　　　一人 11,000円

住居手当
借家　27,000円／上限

通勤手当

管理職手当

同    じ

289,227円(176人)

50,904千円

管理又は監督の地位の職員
に対し、職務の級及び官職
に応じた区分により定額を
支給

同　　じ

同　　じ

国制度との異同

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
45,000円～93,000円を支給

※配偶者のない職員の場合
の扶養親族の内

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

　交通機関等利用職員で6ヶ月
定期の運賃

支給実績（23年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（23年度普通会計決算）

支給実績（22年度普通会計決算）

職員１人当たり支給年額（22年度普通会計決算）

375,945円(128人)

48,121千円

結核患者接触手当

死獣処理作業手当

運転業務手当

行旅病人及び行旅死亡人の
収容作業手当

火葬場勤務手当

非常災害現場作業手当

清掃主管課に所属する職員で、死獣の処
理作業に従事した職員

結核患者の家庭を訪問し、結核の療養指
導に従事したとき

大型免許の資格を要するバス、自動車文
庫用バスを運転する職員

行旅病人及び行旅死亡人の収容作業に従
事した職員

火葬場に勤務する職員が、死体火葬作業
に従事したとき

非常災害が発生し、又は発生するおそれ
がある場合に災害の発生を防御し、又は
応急的救助若しくは作業等危険を伴う緊
急な現場作業に従事した職員

1件160円

行旅病人　1件　500円、行旅死
亡人　1件　1,000円

火葬死体1体について1,500円

日額60円

日額100円。1か月に20日を超え
る職員については、その超える1
日につき50円を加算

131,444千円
695,471円
(189人)

18,597千円
295,190円
(63人)

22,256千円
78,643円
(283人)

1日につき1,000円(深夜業務は
1,200円)

支給実績
（23年度普通会計決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（23年度)

49,301千円
266,492円
(185人)

管理職員
特別勤務手当

週休日又は休日等若しくは
年末年始の休日等に勤務し
た管理又は監督の地位の職
員に対し

264千円
24,000円
(11人)同    じ

4,000円～15,000円を支給



５．特別職の報酬等の状況 ６．職員数状況
（平成24年4月1日現在） （１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

民 生 93 98 5 業務範囲の拡大(権限移譲)

税 務 33 33 0

0

総 務 企 画 97 95 -2 欠員不補充

6

対前年
増減数

主な増減理由
部門 平成23年 平成24年

区  分 職　　員　　数

一
　
般

議 会 6

報
酬

540，000円

議　長

副議長

区　　　分 給料月額等

840，000円

745，000円
給
料

市　長

副市長

月額

月額

580，000円月額

月額

(職制上の加算措置あり)

期
　
末
　
手
　

79 1

病 院 226 222 4 欠員不補充

318 8

特別
行政

教 育 78 79 1 業務量の増加

小　計

土 木 44 47 3 業務範囲の拡大(権限移譲)

商 工 2 2 0

業務内容の充実

農 林 水 産 8 9 1 業務量の増加

衛 生 27 28 1

民 生 93 98 5 業務範囲の拡大(権限移譲)般
　
行
　
政

小　計 310

78

3 95月分

市　長

副市長

議　長

副議長

酬

＜23年度支給割合＞

520，000円

540，000円副議長

議　員

3.95月分

月額

月額

＜23年度支給割合＞

(職制上の加算措置あり)

（算定方式）

840,000×30/100×48月＝

12,096,000円

745,000×27/100×48月＝

9,655,200円 （注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　
当

市　長

合　　　計
696 700 4

[833] [833]副市長

退
　
職
　
手

[0]

欠員不補充

小　計 308 303 -5

そ の 他 32 30 -2

25 0

欠員補充下 水 道 25 26 1

25公営
企業
等

病 院 226 222 -4 欠員不補充

水 道

3.95月分副議長

議　員

（注） 職員数 般職 属す 職員数 す。

（支給時期） 　　　２　[    ]内は､条例定数の合計です。

退職の日から１ヶ月以内

任期ごとに支給 （２）年齢別職員構成の状況　（平成24年4月1日)

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

手
　
当

700

計

61 77 64 0

52歳44歳 48歳

47歳

56歳 60歳

51歳 55歳 59歳 以  上

20歳

23歳

20歳

未満

40歳

27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

24歳 28歳 32歳 36歳
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(３) 職員数の推移



     （  単位 ：  人 ・ ％  ）

２２年 ２３年 ２４年
過去５年間
の増減数（率）

一般行政 342 336 321

                     年  度
部 門 別

１９年 ２０年 ２１年

313 310 318 ▲ 24
▲ 7.0%

79 ▲ 4教育 83 81 80 77 78
▲ 4.8%

消防 ― ― ― ― ― ― -

普通会計計 425 417 401 390 388 397 ▲ 28
▲ 6.6%

公営企業等会計計 275 290 298 296 308 303 28

0

0

総合計 700 707 699 686 696 700 0



７．公営企業職員の状況
（１）水道事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
22年度の総費用に占
める職員給与費比率

２３年度

　　イ　予算
職員数
（Ａ）
25
(1)

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。
　　　３．（　）内は、再任用短時間勤務職員で、外書きです。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

柏原市   40歳11月

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。
      329,127 円      505,332 円

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額

純損益又は
実質収支

52,212千円 246,578千円 16.88%

職員給与費比率
（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

18.73%

        7,365千円

区　分 総　　費　　用 職員給与費
総費用に占める

（Ａ）

２４年度

 1,460,634 千円

110,895千円 30,365千円 42,857千円

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

184,117千円

１人当り給与費
給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ）



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

１,３６４千円 １,３６８千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.35 月分 　2.60 月分 　1.35 月分
（1.45）月分 （0.65）月分 （1.45）月分 （0.65）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23. 5月分 30.55月分 勤続２０年 23. 5月分 30.55月分

勤続２５年 33. 5月分 41.34月分 勤続２５年 33. 5月分 41.34月分

勤続３５年 47. 5月分 59.28月分 勤続３５年 47. 5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（平成24年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（23年度水道事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

左記に対する支給単価
手　当　の　種　類　（手当数）

水道料金の徴収事務に従事したとき

浄水場において消毒滅菌薬剤又は通電設
備の取扱作業に従事した職員 1日につき100円

3種

1回につき200円

現年度分　納入通知書1件につき
5円    滞納繰越分　納入通知書
1件につき10円

正規の勤務時間外に、緊急作業に従事す
るため呼び出された職員

柏　　　原　　　市

(役職加算５～２０％）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給実績（23年度水道事業会計決算）

支　　　　給　　　　率
支給実績（23年度水道事業会計決算）

柏　　　原　　　市

支 給 対 象 職 員 数 (水道事業会計）

（2%～20%加算）

薬剤等取扱作業手当

緊急呼出作業手当

59.26%

徴収手当

支給職員１人当たり平均支給年額（〃)

3,472千円

手当の名称 主な支給対象業務及び職員

国　の　制　度（支給率）

94千円

職員全体に占める手当支給職員の割合(〃)
5,869円(16人)

柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算５～２０％）

定年前早期退職特例措置

柏原市（一般行政職）

（2%～20%加算）

128,598円(27人)

27人

3%
3%

定年前早期退職特例措置

401,828円(13人)

5,224千円

506,143円(9人)

4,555千円

支給実績（23年度水道事業会計決算）

職員１人当たり支給年額（〃）

支給実績（22年度水道事業会計決算）

職員１人当たり支給年額（〃）



  カ その他の手当（平成24年4月1日現在）

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 13,000円
子 6,500円

　　　一人 11,000円

住居手当
借家　27,000円／上限

通勤手当

管理職手当

2,068千円
93,985円
(22人)

8,769千円
674,506円
(13人)

同　　じ 1,080千円
270,000円
(4人)

支給実績
（23年度決算）

支給職員１人当
たり平均支給年
額（23年度)

3,686千円
283,552円
(13人)同　　じ

　交通機関等利用職員で6ヶ月
定期の運賃

同    じ

一般行政職の制度との異同

同　　じ
管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
45,000円～93,000円を支給

※配偶者のない職員の場合
の扶養親族の内

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

管理職員
特別勤務手
当 69千円

23,000円
(3人)同    じ

4,000円～15,000円を支給

週休日又は休日等若しくは
年末年始の休日等に勤務し
た管理又は監督の地位の職
員に対し



（２）病院事業
　１）職員給与費の状況
　　ア　決算

（参　考）
22年度の総費用に占
める職員給与費比率

２３年度

　　イ　予算
職員数
（Ａ）

（注）１．職員手当には、退職手当を含みません。
　　　２．給与費は､当初予算に計上された額です。

　２)職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成24年4月1日現在）

医師   40歳6月
看護師   36歳8月
医療技術   39歳5月
事務   42歳1月

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

区　分
純損益又は
実質収支

総費用に占める
総　　費　　用 職員給与費 職員給与費比率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ）

 4,010,497千円 270,411千円 1,870,481千円 46.64% 43.67%

区　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 １人当り給与費

給　　　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

２４年度 806,543千円 399,505千円 303,135千円 1,509,183千円         6,288千円240

区分 平均年齢 基　　本　　給 平均月収額

      498,617 円    1,266,002 円
      258,575 円      393,503 円
      314,255 円      469,704 円
      335,625 円      529,380 円



　３）職員の手当の状況

　　ア　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

１,２３５千円 １,３６８千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

　2.60 月分 　1.35 月分 　2.60 月分 　1.35 月分
（1.45）月分 （0.65）月分 （1.45）月分 （0.65）月分

（注）１．期末・勤勉手当の1人当たり平均支給額については、再任用職員は除く。

　　　２．（　　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

  イ 退職手当（平成24年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 23. 5月分 30.55月分 勤続２０年 23. 5月分 30.55月分

勤続２５年 33. 5月分 41.34月分 勤続２５年 33. 5月分 41.34月分

勤続３５年 47. 5月分 59.28月分 勤続３５年 47. 5月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 その他の加算措置

  ウ 地域手当（調整手当）（平成24年4月1日現在）

　支給対象職員1人当たり
　平均支給年額（23年度病院事業会計決算）

  エ 特殊勤務手当（平成24年4月1日現在）

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

(役職加算５～２０％） (役職加算５～２０％）

柏　　　原　　　市 柏原市（一般行政職）

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

（2%～20%加算） （2%～20%加算）

支給実績（23年度病院事業会計決算） 37,026千円
支　　　　給　　　　率 3%(医師10%)
国　の　制　度（支給率） 3%

支 給 対 象 職 員 数 (病院事業会計） 173人  医師28人

支給実績（23年度病院事業会計決算） 170,217千円

 医師603,283円(28人)
116,381円(173人)

支給職員１人当たり平均支給年額（〃) 1,127,264円(151人)
職員全体に占める手当支給職員の割合(〃) 66.20%
手　当　の　種　類　（手当数） 7種
手当の名称 主な支給対象業務及び職員 左記に対する支給単価

診療等業務手当 市立病院に勤務する医師
市立病院の毎月の入院収益及び外来
収益総額の100分の5以内の額

放射線取扱作業手当

病院及び診療所に勤務する職員で、エックス
線その他の放射線を人体に対して照射する作
業を主たる職務とするもの及びその補助者に
対して、当該作業に従事したとき

日額150円

夜間業務手当
病院に勤務する職員が、正規の勤務時間
による勤務の一部又は全部が深夜におい
て行われる業務に従事したとき

1回2,200円  1分娩1,000円又は
500円

当直勤務時間内診療業務手
当

病院に勤務する医師及び看護師又は准看
護師が、当直勤務時間内に外来患者の診
療業務に従事したとき

医師1件2,000円、看護師又は准
看護師1件400円

助産業務手当
病院に勤務する助産師で、助産業務に従
事する助産師

日額150円

手術業務手当
病院に勤務する看護師又は准看護師で手
術業務に従事する者

日額100円

分娩手当 分娩業務に従事したとき
1分娩につき、医師7,000円、
助産師3,000円、看護師又は准看
護師500円



  オ 時間外勤務手当

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支給実績（23年度病院事業会計決算） 27,918千円

職員１人当たり支給年額（〃） 279,180円(100人)

支給実績（22年度病院事業会計決算） 29,771千円

職員１人当たり支給年額（〃） 273,128円(109人)



  カ その他の手当（平成24年4月1日現在）

手当名 内　　　容　（　月　額　）

扶養手当 配偶者 13,000円
子 6,500円

　　　一人 11,000円

住居手当
借家　27,000円／上限

通勤手当

管理職手当

支給実績
（23年度決算）

（満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子につ
いては、1人につき　5,000
円を加算）

一般行政職の制度との異同

154,208円
(72人)

　交通機関等利用職員で6ヶ月
定期の運賃

同    じ

　交通用具使用者で通勤距離
に応じた月額

支給職員１人当
たり平均支給年
額（23年度)

18,802千円
226,530円
(83人)

※配偶者のない職員の場合
の扶養親族の内

同　　じ

管理又は監督の地位の職員
に対し、職責に応じて
45,000円～93,000円を支給

同　　じ 55,473千円
660,392円
(84人)

13,353千円
317,928円
(42人)

同　　じ

通勤距離が片道２Km以上であ
る職員に支給

11,103千円



Ⅲ．職員の勤務条件・勤務時間等の状況

(1) 勤務時間（本庁勤務職員の場合）

始業時間 終業時間 休憩時間

土曜日及び日曜日

国民の祝日に関する法律に規定する休日

1 月 0日から翌年の1月 日までの日

午前8時45分 午後5時15分 45分間

閉　　庁　　日

12月30日から翌年の1月4日までの日

(２) 年次有給休暇の概要

平均取得日

7時間45分 38時間45分

1日あたりの勤務時間 1週間あたりの勤務時間

制 度 概 要

(３) 特別有給休暇の概要

期 　　間

7日以内

事　　　　　　由

在職1年以上の職員が結婚するとき

7.1
1年につき20日を付与 現年
分のみ翌年に繰り越し可

生後3年に達しない子を育てる職員が、そ
の子の保育のために必要と認められる授
乳等を行う場合

産後8週間

1日2回それぞれ30分以内

産前8週間（多胎妊娠は14週間）

又は1日1回1時間以内

7日以内

2日以内

職員の出産に伴う産前産後期間

在職1年以上の職員が結婚するとき

職員が生理日の就業が著しく困難な場合

年5日以内
（2人以上の場合　年10日以内）

3日以内

小学校就学始期に達するまでの子を養育
する職員が、その子の看護のため勤務し
ないことが相当と認められる場合

職員の妻の出産に伴い必要と認められる
入院の付き添い等のため勤務しないこと
が相当と認められる場合

年5日以内

又は1日1回1時間以内

要介護者の介護等を行う職員が当該世話

職員の親族が死亡した場合 祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母3日

配偶者10日、父母7日、子5日

夏季における盆等の諸行事、心身の健康
維持及び増進又は家庭生活の充実のた 7日以内

その他3親等内の親族1日

年5日以内
（2人以上の場合　年10日以内）

要介護者の介護等を行う職員が当該世話
を行うために勤務しないことが相当と認め
られる場合

60日以内
私傷病の療養のため勤務しないことが相
当と認められる場合

め

公務上負傷し、又は疾病にかかり療養の
ため勤務しないことが相当と認められる場
合

10年2日、20年3日、30年5日

1年以内

勤続年数が10年、20年、30年に達する職
員の心身疲労の回復のため

その他、ドナー休暇・ボランティア休暇・妊娠した職員の母体保護に関する休暇等



Ⅳ．職員の分限及び懲戒処分の状況

(1) 分限処分の発令状況（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）
　　　分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、職員の意に反
　　する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務能率の維持向上を図ることを目的
　　としています。分限処分には、降任、免職、休職、降給の４種類があります。

降任 免職 休職 降給

－ － 23件 －

(２) 懲戒処分の発令状況（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）
　　　懲戒処分は、職員の一定の服務義務違反に対して科する制裁としての処分で、公務
における規律と秩序の維持を目的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分

　※ 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上しています。

　　における規律と秩序の維持を目的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分
　　には、戒告、減給、停職、免職の４種類があります。

戒告 減給 停職 免職

－ 1件 － －

Ⅴ．職員の服務の状況

服務に関する通達回数（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）

Ⅵ．職員の研修に関する状況

綱紀の粛正及び服務規律の確保に関する通達　　２回

Ⅵ．職員の研修に関する状況

（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）
コース数 受講者数

階層別研修 4 149人
総合研修 2 62人
実務研修 2 66人
教養研修 5 416人
派遣研修

研　　　　修　　　　名

一般研修

派遣研修
（国・府等） 21 104人
派遣研修（近
隣9市合同研
修） 9 306人
Ｅラーニング 13 46人

1,149人計

特別研修



Ⅶ．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1) 健康診断の実施状況（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）

健康診断名 受診者数

定期健康診
断（夏季）

752人

対　　　象　　　者

全職員
断（夏季）
定期健康診
断（冬季）

118人

Ｂ型肝炎予
防ワクチン接
種

21人

福祉関係職員・保育士・幼
稚園教諭

上記の検査で抗体のない職
員

柏原病院医師及び看護師

57人
Ｂ型肝炎予
防HBs抗原
抗体検査

種

大腸検診 158人

胃部健康診
断

45人30歳以上の職員

技能労務職員・保育士・水
道局技術職員・柏原病院配
膳関係職員

員

40歳以上の職員

頸肩腕腰痛
健康診断

11人

(２) 人間ドックの受診状況（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで）

被保険者(職
員)数

212人大阪府市町
村職員共済
組合が実施
する人間ドッ

被扶養者数 32人

(３) 福利厚生
    地方公共団体は地方公務員法により、職員の福利厚生を実施することが義務付けられて
  います。本市では、柏原市職員福利厚生会において、福利厚生事業を実施しています。

する人間ドッ
ク受診者数

負担割合

１人当たりの
市負担額

主な事業内容

１：１
（市委託料：本人掛金）

6,000円／年

・人間ドック補助金
・レクリエーション補助
職員食堂の管理

福利厚生事業の実施状況

・職員食堂の管理
・常備薬の配備  など


